
 

平成２５年１月２９日 

東海旅客鉄道株式会社 

 

新幹線鉄道大規模改修引当金積立計画の変更申請について 

 

本日、当社は国土交通大臣に対し、全国新幹線鉄道整備法に定める新幹線鉄道大規

模改修引当金積立計画（以下「引当金積立計画」という。）の変更申請を行いましたのでお

知らせいたします。 

 

東日本大震災の発生等によりインフラの重要性に対する国民的関心が高まりを見せる

なかで、既に開業 49 年目に入った東海道新幹線の土木構造物は、日々の入念な点検・補

修により健全性は十分に保たれております。 

一方、将来のいずれかの時点においては、経年劣化による大幅な設備の更新が必要に

なることに備え、当社は、平成 30 年度から東海道新幹線の大規模改修に着手することを計

画し、平成14年に引当金積立計画について国土交通大臣の承認を受け、それ以降引当金

を積立ててきております。 

また、大規模改修の工法については、平成 14 年に開設した自社研究施設（愛知県小牧

市）を中心に長年にわたって研究開発を続け、この成果として、土木構造物の延命化に有

効である新たな工法を確立しました。 

今般、この新工法を活用して、予防保全の観点から東海道新幹線の大規模改修に早期

に着手することとし、引当金積立計画の変更申請を行うことといたしました。 

当社は来年度より東海道新幹線の土木構造物の大規模改修に着手するとともに、中央

新幹線の実現により我が国の大動脈輸送の二重系化を進めることで、超長期にわたって

日本経済・社会の大動脈を維持して参ります。 

 

なお、変更申請等の詳細につきましては、別添及び適時開示資料「新幹線鉄道大規模

改修引当金積立計画の変更申請に関するお知らせ」（平成 25 年１月 29 日）をご参照下さ

い。 

 

 



東海道新幹線における大規模改修引当金の枠組み

現 行 計 画 [法16条]

［別添資料１］

大規模改修引当金 積立て（15年）
5,000億円 （333億円／年） 工事着手

営業費用の増

[法17条]

⇒ 課税所得から減算

H14.10 H29.9

H40.3H30.4

大規模改修引当金 取崩し（10年）

営業費用 増

[租特法56条]

5,000億円 （500億円／年）
⇒ 課税所得に加算

営業費用の減

[租特法56条]

[法17条]

変更計画（申請） 5年前倒し[法16条]

大規模改修引当金 積立て（10.5年）
3 500億円 （333億円／年）

工事着手
営業費用の増 3,500億円 （333億円／年）

⇒ 課税所得から減算

H14.10 H25.3

H35.3H25.4

大規模改修引当金 取崩し（10年）
億円 （ 億円／年）

営業費用の増

営業費用 減 3,500億円 （350億円／年）
⇒ 課税所得に加算

営業費用の減

・法＝全国新幹線鉄道整備法
・租特法＝租税特別措置法



大規模改修の主な工事内容

・「床組（ゆかぐみ）接合部補強」による応力分散により橋桁の変状の発生を未然に防止

○鋼橋

［別添資料２］

補強部材を添加

【トラス桁】 「床組」

・「支承部取替・補強」による応力分散により橋桁の変状の発生を未然に防止

取替・補強

○コンクリート橋

【スルー桁】
「支承部」

・「鋼板による被覆」によりコンクリートの中性化を完全に抑制

○ ンクリ ト橋

鋼板により
被覆【ラーメン高架橋】

（施工前）
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